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１　はじめに（問題設定）

　21世紀に入って本格化した欧州連合（EU）の拡大と深化は、欧州の社会･経済環境にさまざまな

変化をもたらしている。とりわけ2004年に実現した中・東欧諸国をはじめとする10カ国のEUへの

一挙同時加盟（EU東方拡大）は、ヨーロッパの産業地図を大きく塗り替えるきっかけとなった。

製造業の分野では、日米欧の有力多国籍企業による中・東欧への積極的な投資活動が繰り広げられ、

製造拠点の創設・拡充が相次いだからである。こうした欧州の地殻変動を象徴する産業部門のひと

つが自動車産業である。現在、ヨーロッパの自動車産業では、大手多国籍企業による中・東欧地域

の自動車産業の再編・整備と西欧地域の既存拠点との連携の模索、これらを踏まえたヨーロッパ全

域をカバーする生産分業ネットワークの形成・拡充が進展しつつある。

　本稿は、EU東方拡大後のヨーロッパにおける自動車生産ネットワークの分業構造と動態を解明

する研究の一環に位置する1）。本稿で取りあげる問題は、EUの東方拡大にともなう域内分業構造の

ヨーロッパ規模の広域化によってネットワーク内の分業態勢がどのように変化したのか、という視

点である。のちに指摘するように、ヨーロッパの自動車生産ネットワークは、ドイツやフランス等

の西欧先進諸国の伝統的な産業集積地帯（コア地域）を筆頭に、EU東方拡大以前にネットワーク

に編入されたスペイン等の西欧周辺諸国（旧ペリフェリ域）、それ以降に編入される中・東欧諸国

の新しい周辺地域（新ペリフェリ域）など複数の有力な産業集積ノード（産業空間としての地域的

産業集積地帯）で構成される。したがって新旧ペリフェリ地域間対比を軸に地域・企業間国際分業

態勢の変容を明らかにすることをつうじて、生産ネットワークを構成する有力な産業集積ノードが

どのような役割を担う（ようになった）のかという課題の追究が可能となる2）。
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1）　�これまで筆者は欧州における自動車産業の国際分業の展開のありようを生産ネットワークの形成とい

う視点から実証的な研究に取り組んできた。本稿に関わる限りにおいて、その特徴としてさしあたり
以下の諸点を指摘しておきたい。①EU東方拡大を契機に中東欧では西欧主要メーカー主導による製造
拠点の形成が相次ぎ現地自動車産業は根本的に再編された、②中東欧拠点は欧米自動車多国籍企業の
生産分業体制の一翼を担う重要な拠点となっている、③欧州自動車産業の再編は生産（分業）ネット
ワークへの統合を軸に展開されている。拙稿（2009）（2012）等を参照。

2）　�厳密に言えば、新ペリフェリ域内の競合すなわち中東欧とトルコそれぞれが担う役割は何かという視
点も考慮に値する。
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　EU東方拡大というEU市場圏の拡張は、これまで労働集約的機能を担ってきたイベリア半島諸

国（旧ペリフェリ域）が、中・東欧諸国やトルコ（新ペリフェリ域）との熾烈な競争に晒されるこ

とを意味する。西側多国籍企業による新ペリフェリ域での事業拠点の創設は現地の安価な労働力の

活用を柱とするヨリいっそうの低コスト化の追究と企業内分業ネットワークへの組み込みを目的と

しているからである。コスト競争力の観点から理論的に考えれば、EUの東方拡大が進展するにし

たがって、旧ペリフェリ域での生産はコスト上の比較優位を失い分業ネットワークから脱落するこ

とが予想されるが、のちに見るように、実際にはスペインでの車両生産は劇的な落ち込みに見舞わ

れなかったばかりか、同国自動車産業は国民経済において重要な基幹産業の地位を占め続けている

ようにみえる。EU東方拡大後のスペイン自動車産業の現実は、広域化した生産ネットワークにお

いてもその重要性を喪失していないと考えられるのである。そうであれば、EU東方拡大によって

従来の比較優位性を喪失した旧ペリフェリ域は、何らかの構造的な再編・転換を経て、その結果広

域化した新しい生産分業ネットワークにおいては従来とは異なる役割を担うようになると同時に、

EU東方拡大後のヨーロッパ自動車産業の生産ネットワークは新たな分業パターンを組成したと想

定することができる（図1-1）。旧ペリフェリ域の構造再編とは何か？それはどんな意味を持つのか？

そしてそれはどのようにして遂行されたのか？本稿ではこれらの諸問題の解明を行いつつ生産ネッ

トワーク形成による分業パターンの変遷に関する仮説の検証に取り組む。

図1-1　生産ネットワーク形成による分業パターンの変遷仮説

出所：筆者作成
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　以上の視点から、本稿では、ネットワーク構造解明に取り組む作業の一環として旧ペリフェリ域

を代表するスペイン自動車産業の構造転換について分析する。はじめにヨーロッパにおける自動車

生産ネットワークの基本的性格を概観し、次いでスペイン自動車産業の展開動向を整理する。それ

らをふまえたうえで産業再編の性格を明らかにし、スペインの欧州生産ネットワークにおける分業

構造上の位置づけについて検討してみたい。

２　汎欧州自動車生産ネットワークの基本構造

2.1　ネットワーク形成史

　はじめに、ヨーロッパにおける自動車生産ネットワークの形成過程とその構造的特徴を提示・確

認しておこう3）。

　ヨーロッパでは、自動車生産分業ネットワークは主に二つのステップを踏んで形成されてきたと

考えられる。第一のステップは欧州共同体（EC）が1980年代に取り組んだ「市場統合」の時代である。

それまでヨーロッパの辺境地域と見做されていたスペイン、ポルトガルでは、1986年のEC加盟以降、

ドイツやフランス等西欧諸国の大手資本による現地進出が活発になり製造事業拠点の創設が進展し

た。西欧を舞台にした生産ネットワークの形成である。単一市場の形成は、さまざまな規制により

各国毎に調達・製造・販売・アフターサービス等の体制構築を強いられてきた企業にヨリ効果的な

拠点配置を追求する道を開いた。クロスボーダー投資のハードルは低くなり、海外直接投資（FDI）

の主体たる多国籍企業は、各国の要素賦存状況と内部化されたバリューチェーンにおける企業特殊

な優位性とに応じた投資意志決定を行うことで、効率的な事業体制の構築に向かったのである。

　第二のステップはEU東方拡大が始動する1990年代に現れる。1989年の「ベルリンの壁」崩壊に

起因する国際社会の激動＝いわゆる「冷戦崩壊」を契機にして、低賃金・熟練労働・潜在的市場等

の魅力に富む新経済空間＝中・東欧地域の生産ネットワークへの組込みが始動する。欧州単一市場

の東方拡大はヨリ効率的な分業体制構築の動きを加速した。主力市場の西欧と将来市場として有望

なロシアとの双方に近接する立地条件と低賃金とに恵まれた中・東欧地域が単一市場に加わり、さ

らにトルコやウクライナなど拡大EU周辺諸国との経済関係の強化に支えられることによって、生

産ネットワークは地理（空間）的にも機能的にも拡大・発展する。西欧生産ネットワークは、EU

東方拡大を転機にヨリ広域化した汎欧州生産ネットワークの形成へと跳躍していったのである。

　ヨーロッパの自動車産業では中・東欧を編入した生産ネットワーク戦略を縦横に活用する企業が

相次いだ。たとえば独フォルクスワーゲン（VW）は、中・東欧の市場開拓とEU向け輸出拠点化

を推進すると同時に、各生産拠点の役割分担の明確化に積極的に取り組んだ代表的な企業グループ

である。同グループは、完成車組立事業、エンジン・部品製造事業ともに中・東欧工場ごとの事業

集約を大胆かつ急ピッチに進め、各生産拠点を特定車種・パーツの製造拠点として位置づける戦略
　　　　　　　　　　　　
3）　詳細は拙稿（2012）を参照。
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をより明確に打ち出している（図2-1）。

　FDIによって生まれ変わった中・東欧の事業拠点は、多国籍企業戦略のもとで西欧・世界の拠点

と密接に結びつけられ、グローバル展開をも射程に入れた汎欧州生産ネットワークに組み込まれる

こととなった。EU東方拡大以降、欧州全域を舞台に繰り広げられているドラスティックな産業再

編は、効率的な生産分業ネットワークの形成を軸に展開されているのである。

2.2　欧州自動車生産ネットワークの構造的特質

　広域化した今日の汎欧州自動車生産ネットワークの構造的な特徴は、概ね以下の諸点に要約する

ことができる4）。

　第一に、同ネットワークは三つの産業集積地で重層的に構成される。すなわち、①コア地域＝

西・南欧の伝統的な産業集積地域（ドイツ、フランス等）、②旧ペリフェリ域＝EU東方拡大（2004

年）以前の周辺地域（スペイン等イベリア半島諸国、アイルランド）、③新ペリフェリ域＝EU東方

拡大以降の拠点新設の進む新EU加盟国ならびにEU外縁地域（中・東欧諸国、トルコ、北アフリカ・

地中海沿岸諸国等）がそれである。ヨーロッパの広い範囲をカバーすることに成功した自動車生産

ネットワークは、2007年以降、一定の変容を見せていると考えられる。すなわち、ルーマニアとブ

ルガリアが新たにEUに加盟した2007年（第二次東方拡大）を起点に、製造事業拠点形成はさらに

東方に拡がった。その結果、ネットワークを構成する産業集積ノードは地理的空間的に拡大すると

ともに、質的にも一定の変容をみせている。新たにネットワークに包摂されたルーマニアとブルガ

リア、クロアチア（さらにその周辺に位置するバルカン半島諸国一帯）は第一次EU東方拡大（2004

年）時に編入されたポーランドやチェコ、ハンガリー等とは別のペリフェリ域を形成する。これら

図2-1　VWグループの中東欧からのパワートレイン供給体制

出所：FOURIN（2007）、37頁

　　　　　　　　　　　　
4）　本節は拙稿（2012）の要点を整理・摘記したものである。
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今日的な変化をふまえ、本稿では新しいペリフェリ域を「新ペリフェリ域」（＝中・東欧諸国なら

びにトルコ等2004年前後にネットワークに編入されたエリア）と、「新・新ペリフェリ域」（＝ルー

マニア、ブルガリア、バルカン半島諸国）とに区別して標記することとする。

　第二に、ネットワークを構成する主要な地理的空間の事業特性は、地域全体を統括する多国籍企

業グループの経営戦略によって巧みにコントロールされている。その効率性は車種・部品等の製造

事業の「棲み分け」に象徴される。中・東欧地域（＝大衆乗用車）⇔イベリア半島（スペイン＝高

品質小型車、多目的車両等）といった新旧ペリフェリ域間での棲み分けにとどまらず、新ペリフェ

リ域でも中・東欧地域（＝大衆乗用車）⇔拡大EU外縁諸国（トルコ＝小型商用車）の棲み分けが

追究されていることを確認できる。また、新ペリフェリ域のうち中欧諸国（ポーランド、チェコ、

ハンガリー）では製造事業に加えてR&D事業の拠点設立が相次ぐなど事業機能上の高度化が進展

している5）。それぞれの集積地が自動車製造事業のバリューチェーンにおいて独自の事業機能を担

いつつ有機的に連携するネットワークが組織されているのである。

３　スペイン自動車産業の変貌

3.1　新ペリフェリ域への転化

　第二次世界大戦後のスペイン経済は、当初採用された輸入代替工業化戦略から1970年代半ばに輸

出志向工業化戦略へと経済政策を転換したことで近代化の道を歩み始めたとされている6）。スペイ

ンがヨーロッパ有数の自動車生産大国として発展・台頭するきっかけは、1980年代央の欧州共同体

（EC）加盟に求めることができる。当時ECのペリフェリ地域であったスペインを含むイベリア半

島諸国の製造拠点は、低賃金活用型・労働集約財（部品・小型大衆車等）の生産拠点として西欧ネッ

トワークに編入されることで着実に発展する機会を与えられた。スペインでは、西欧完成車メーカー

が西欧市場向け生産拠点として現地生産を強化したのと並行して、部品製造業の集積も進んだ。と

りわけ1970年代後半以降、外資系部品メーカーによる技術供与がすすむことで国内製造部品の競争

力が向上し、外国からの部品輸入の代替および国内部品産業の成長が促された。現在、スペイン国

内には1次部品サプライヤーが約200社、２次・３次サプライヤーを含めると約1000社が事業を展開

し、そのすそ野は広い（2008年時）7）。

　サプライヤーの多くは完成車メーカーと連動し、多国籍企業の車両組立工場を中核として地域的

な集積クラスターを形成している。スペインの主要なクラスターは、（1）セアト、日産が拠点を置

くバルセロナ周辺地域＝カタルーニャ州、（2）独VW、ダイムラーの拠点であるバスク＝ナバーラ州、

（3）仏PSA（プジョー・シトロエン・グループ）、商用トラックIvecoが拠点を置くマドリッド州等

　　　　　　　　　　　　
5）　�詳細は拙稿（2012）を参照。
6）　 Fuchs（2008）を参照。スペイン経済を分析した専門研究は意外に多くない。さしあたり楠（2011）

は必読文献である。
7）　 日本貿易振興機構（2008）、20頁。
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であり、そのなかでもとくにカタルーニャ州が自動車部門出荷額全体の３割弱を占めている8）。

　ところがEUの東方拡大に向けた取組みが本格化する1990年代以降、西欧大手製造業を中心に低

賃金活用型・労働集約財生産拠点の東方移転が加速することで、西欧ネットワークにおけるスペイ

ン自動車産業の役割は見直しを余儀なくされる。西欧ネットワークの汎欧州ネットワークへの変貌

が進行するなかで、スペインの自動車産業は衰退もしくは「空洞化」の懸念が高まることになる。

EU東方拡大による中・東欧製造拠点の相次ぐ構築は、それまでスペインが保持していた低賃金と

いうコスト面での比較優位性の崩壊を意味するからである。

　だがそうした懸念はその後の事態の進展と現実によって杞憂であることが判明する。21世紀今日

表3-1　欧州主要国の自動車生産台数の推移

出所：日刊自動車新聞社、日本自動車会議所（2012）、FOURIN（2011a）より作成

　　　　　　　　　　　　
8）　�カタルーニャ州、ナバーラ州、マドリッド州の比率はそれぞれ27%、15%、11%となっている。なお自

動車部品の国内調達率は、完成車で53％、部品で57％と報じられている。日本貿易振興機構（2008）、
20頁。
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のスペイン自動車産業について事業特性を中心に簡単な見取り図を提示しよう。

　第一に、スペインはヨーロッパで有力な自動車生産大国の地位を保持している（表3-1）。1990年

代まで順調に拡大を続けた乗用車生産は、2000年代以降横ばいに転じるとはいえ比較的堅調に推移

し続けた。西欧外資による「東方ラッシュ」が顕著な2000年代初には、ネットワークのコア地域を

代表するフランスが漸減傾向を示すようになるが、スペインの堅調さはそれとは対照的である9）。

2009年、スペインはフランスを抜いてドイツに次ぐ欧州第２位の自動車生産大国（世界第９位）に

躍り出る。

　第二に、スペインは自動車輸出大国である。自動車関連財は、スペイン経済を支える重要な貿易

財である。輸出入ともに自動車産業部門の占める割合は大きい。1980年代以降の輸出入・貿易動向

が示すように、スペイン国内で製造される車両の輸出比率は乗用車、商用車ともに徐々に高まり、

今日では製造車両の９割近くが輸出に回されるまでになっている（表3-2）。その推移を振り返るな

らば、スペインがECに加盟する時期（1980年から90年にかけて）大幅に増伸し（商用車について

はほぼ倍増）、�EUによる東方拡大への取組みが本格化する2000年代以降は乗用・商用車ともに８割

を越え、第二次東方拡大（2007年）以降もその勢いに衰えはない。その変貌ぶりは明らかにヨーロッ

パの地域統合の進展と結びついている。自動車産業はスペインの基幹的な産業部門として同国経済

の屋台骨を支えるまでに変貌した。その原動力は、EU（EC）の拡大と深化にある。

表3-2　スペイン自動車貿易動向

出所：日刊自動車新聞社、日本自動車会議所（2012）、160頁より作成

　スペインはEU東方拡大後の現在も欧州で有力な自動車生産拠点としての地位を保持している。

欧州第二の生産大国であり製造車両の９割近くが輸出向けであるという事実は、中・東欧への自動

車生産空間の拡張によってその地位が脅かされると考えられた旧ペリフェリ域が、環境変化に適応

し生産ネットワークに不可欠の環として再編されたことを物語る。かつてEU東方拡大による自国

産業の衰退（空洞化）が予想されたペリフェリ域がその地位を保持し続けているのは何故か？次に

この点を考えてみよう。

　　　　　　　　　　　　
9）　スペインの自動車生産は、2000年代初頭に商用車も加えると300万台を突破していた。
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3.2　スペイン自動車産業の事業特性

　中・東欧諸国＝新ペリフェリ域への自動車生産空間の拡張によってその地位が脅かされると考え

られてきたイベリア半島＝旧ペリフェリ域が今日でも有力な自動車生産地域を占め続けている理由

を考える材料として、21世紀初頭現在のスペイン自動車産業の事業特性を二点に整理・指摘してお

こう。

　第一に、スペインで製造される車両は主に次の二つに大別できる。すなわち①非量産10）・高機能

高品質・小型乗用車と②商用車・多目的車両（SUV、ミニバン等）である。前者の代表的なモデ

ルはVWのPolo�A05、ルノーのClioⅢ等「スタンダードカー」「上級コンパクトカー」である。ス

ペインはAセグメント（廉価大量生産小型車）よりワンランク上のB、Cセグメント乗用車の生産

を得意とする11）。後者については、現在スペインは欧州におけるSUV・ミニバン等の多目的車両の

第一の生産国である。スペインには同車両の有力な製造拠点が多数点在する。ルノー（バリャド

リッドValladolid工場/Palencia）、PSA（マドリッド工場、ヴィーゴVigo工場）、VW（パンプロー

ナPamplona工場/ナバーラ州Navarra）、セアト（Martorell工場/バルセロナ州Barcelona）等EUを

代表する有力企業グループの多くがこれら車両製造に係わる事業の充実につとめている（表3-3）。

　第二の特徴は、設計・エンジニアリング機能をはじめとする研究開発（R&D）機能の強化が推

進されている点にある。たとえばVWグループのセアト社・Martorell工場はその典型例である。

VWはスペインを西欧生産ネットワークに組込んだのちに、バルセロナ近郊の同工場を主にセアト・

ブランドモデルの製造拠点と位置づけ、能力拡張と近代化に取り組んできた。2000年代以降は商用

車・多目的車両の分野での取組みを強化し、その結果、Audi�Q3（SUV）の製造を手がけるなど、

今日ではVWグループの商用・多目的車の製造を担う欧州を代表する一大製造拠点に変貌しつつあ

る。近年は車両生産に加えて、VWグループのスポーツカー（セアト、Audi）の設計を受託するな

ど設計・エンジニアリング等の開発機能の強化にも乗り出している12）。

　EU東方拡大以降、スペインの部品業界では中・東欧や北アフリカに一部生産を移転させる動き

が見られるようになった。たとえば、米リアはR&D部門・シート製造部門をスペインに残す一方で、

ワイヤーハーネス部門をポーランドとモロッコに移転した。また米デルファイはベアリング、ステ

アリング部門についてはスペイン国内の事業は閉鎖しモロッコへ移転するとともに成型プラ部門と

ワイヤーハーネス部門も縮小した。デルファイのスペイン拠点はコモンレール式ディーゼルポンプ

など高付加価値・技術集約的部門に特化する方向で再編を進めている（2007年）13）。

　部品サプライヤーの動向に共通するのは、ワイヤーハーネスに代表される低付加価値・労働集約

　　　　　　　　　　　　
10）　�ここでは、いわゆる小型廉価乗用車のように「大量生産」される対象ではないが、高級車のように「少

量生産」される対象でもない、その中間的な規模の製造対象という意味で用いている。
11）　�本稿では乗用車の分類概念として主に欧州で使用される分類概念であるセグメント区分を用いる。

分類には車両サイズや全長、価格など複数の要因が考慮されるといわれるが明確な基準は示されて
いない。



34 35

　　　　　　　　　　　　
12）　�Lung（2004），p.146.
13）　日本貿易振興機構（2008）、21頁。

的事業については撤退もしくは規模縮小、R&D部門等の高付加価値・技術集約的事業の規模拡張・

機能強化に乗り出しているという点である。

　旧ペリフェリ域の代表格・スペインは、EUの東方拡大が進行するなかで、商用車・多目的車両

の製造拠点としての役割ばかりでなく、研究開発機能を有する事業拠点としての役割を強化しつつ

さらなる発展を遂げようとしている。自動車生産大国としての地位を保持する理由は、欧州自動車

生産ネットワークにおいてスペインが果たす独自の機能に求めるべきであろう。

表3-3　大手メーカー・在スペイン工場での主要製造モデル（2010年）

出所：FOURIN（2011b）、7-9頁より筆者作成
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４　スペイン自動車産業の高度化

4.1　VWナバーラ工場の再編

　本節では、旧ペリフェリ域のスペインが欧州生産ネットワークの不可欠の環として再編された歴

史的経緯を辿りつつ、スペイン自動車産業の再編を導いた要因とその全体的な展開の構図を明らか

にしてみたい。

　分析対象としてナバーラ州パンプローナに位置するVWの組立工場（VWナバーラ工場）の事例

を取り上げる。VWナバーラ工場はスペインを代表する車輌製造拠点である。1960年代半ばに操業

した同工場は、英Austin、Britishi�Layland、現地資本SEAT等との提携を経て、80年代に独VWと

の提携をきっかけに飛躍的な発展の軌道をつかんだ（表4-1）。

　VWナバーラ工場再編の歴史的・構造的意義は、欧州市場におけるスペインの地位の変化とVW

のグローバル戦略を明らかにすることで解明される。EU東方拡大による中・東欧拠点のネットワー

クへの編入が進展するなかでスペイン車両組立工場はさまざまな試練に晒された。VWナバーラ工

場が直面した課題は以下の三つに大別できる14）。

　　　　　　　　　　　　
14）　�以下，VWナバーラ工場の歴史的変遷については主にFuchs（2008）に依拠した。

表4-1　VW・ナバーラ工場の歴史

出所：Fuchs（2008），p.220
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VW全従業員数（2005年６月）

生産台数（2005年は計画）
ナバーラ工場従業員数

従
業
員
数

台
数（
単
位
：
千
台
）

表4-2　VWグループ全生産に占めるナバーラ工場のシェア（Polo�A02）

図4-1　VWナバーラ工場の従業員数・生産台数、ナバーラ地方の自動車部門労働者数

出所：Kamp（2007），p.91

出所：Fuchs（2008），p.221

　　　　　　　　　　　　
15）　ナバーラ工場のPolo単一モデル製造への特化に関する分析はKamp（2007）に詳しい。

　第一の課題は、単一モデルPoloへの特化戦略である。操業以来、ナバーラ工場ではSEATブラン

ド等多種多様な車輌製造が行われてきたが、1982/83年に独VWが子会社化に着手（1994年完全取得）

して以降、徐々に小型乗用車モデルPoloの製造・組立に特化していった（表4-2）。Polo製造特化戦

略は、PoloA02生産（1984年）を皮切りに新型PoloA05の生産開始（2005年）の今日に至るまで連

綿と続けられてきた15）。これを契機に同工場は成長軌道を歩んできたといってよい（図4-1）。VW

ナバーラ工場は、Vigoに進出した仏PSAとともに、1980年以降スペイン自動車産業を牽引しナバー

ラ地方の地域振興と雇用創出に多大な貢献を成してきた。
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　転機は1990年代に訪れた。第一に中・東欧地域の台頭である。スペインはこれまで得意とした小

型大量生産車をめぐる熾烈な競争に晒される。1980年代、スペインは1.5㍑以下エンジン車におい

てもっとも重要な市場であり主要な輸出国であった。89年には同国生産車両輸出の88%が小型車両

だったが、99年にはその比率は48%に激減する16）。中・東欧の製造拠点化が小型車両生産における

スペインの優位性を置き換えたのであった。さらにモジュール生産方式の浸透が変化に拍車をかけ

る。VW工場では、2000年代初のPoloA4への製造モデル移行以後広範囲の個別パーツに替わり複雑

なモジュールが導入された結果、主力部品の輸入が増え二次サプライヤー数は減少に転じたといわ

れる。かつて競争優位確保のために追究した単一モデル集中戦略は、ナバーラ工場の発展を制約す

る深刻な足かせ要因となっていた。

　第二は、同一セグメント内での熾烈な競争によりPoloへの集中がヨリ不安定な経営状態をもたら

したことである。VWグループ内にはPoloと似通った他ブランド車両としてIbiza（SEAT）、Fabia

（Skoda）�が存在する。とくにIbizaはバルセロナMartorell工場でも生産されていた最も身近な競合

車であった。これらは異なるブランド間の競争とはいえ、VWグループ構成工場間の競合でありブ

ランド間の「共食い、つぶし合い」の危険を孕んでいた。

　第三に工場内労使関係の厳しい対立である。スペインでは、伝統的に職場に複数の有力労働組合

が存在し、組合同士で熾烈な主導権争いが繰り広げられていた。ドイツのような「従業員代表委員

会」は存在せず、労使関係の調整には多大な負担と労力がともない産業の発展に少なからぬ影響を

及ぼしていた。EU東方拡大にともなう生産縮小と賃金低下圧力が高まるなかで、職場の労使関係

はしばしば深刻な対立を生むようになっていた。そしてそれはナバーラ工場にあっても例外ではな

かったのである。

　こうして単一モデル特化戦略の弱点を露呈したVWナバーラ工場は、これまでの発展軌道の修正

の必要性に迫られたのである。

　以上の課題を認識したVWグループがナバーラ工場の再編に着手するのは、2000年代初のことで

あった。

　第一にVWグループ全体のグローバル戦略を見直すなかで欧州ペリフェリ域の役割が再検討され

た。すなわちEU東方拡大で編入された中・東欧諸国＝新ペリフェリ域に「大量生産廉価小型車」

の製造を割り振り、「非量産高品質小型車」をスペインに割り振る、いわば「製造モデルの棲み分け」

戦略を鮮明に打ち出したのである。これによりVWナバーラ工場では高品質・高級感に優れるモデ

ルPoloの製造事業を強化すると同時に、同ブランド力保持に資する設計・デザイン機能の強化に取

り組んだのである。

　第二に、新しい労使関係づくりに着手した。その際モデルとして活用されたのが2001年に設立さ

れた独Auto5000GmbHにおいて締結された「5000×5000協約」17）の経験である。同協約は、製造

　　　　　　　　　　　　
16）　Fuchs(2008),p.225.
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目標（ノルマ）達成に雇用者による自己責任制を導入し労働時間の弾力的設定を可能にすることを

つうじて、賃金抑制（低労働コスト）と柔軟な労働編成の実現を図ると同時に、持続可能な雇用の

創出（確保）を目指したものである。いわゆるVW「5000×5000」協約は、ドイツの自動車業界に

おける製造コストをチェコやポルトガルと同等の水準に押え、国際競争力に耐えうる企業立地条件

の改善を図る役割を果たしたと言われている。基本構想は「工場をヨリ柔軟にヨリ競争力あるもの

にする」という点にある。VW経営陣は同協約モデルをスペインに導入することによって、労働の

硬直性を打破し工場の柔軟性を確保すると同時に新たな雇用の創出と競争力の確保を企てたのであ

る。厳しい事業環境のなかで労働者・労働組合にとって新協約に合意することは工場と雇用を守る

ための唯一の方法であった。ナバーラ工場では、2004-05年にかけて経営陣と労働組合との間で労

働時間の短縮と賃金の抑制を盛り込んだ新しい労使協定の締結に合意した。

4.2　小括：VWナバーラ工場再編の構図

　VWナバーラ工場の事例から旧ペリフェリ域における産業再編の特徴として以下の諸点を指摘で

きる。

　第一に、ネットワークを構成する産業集積地域における事業再編は、自動車多国籍企業グループ

による現地展開の経緯、進出事情等を考慮して遂行されている。再編は基本的に多国籍企業グルー

プのネットワーク戦略に規定されるといえるが、中・東欧の登場によってコスト面での優位性が後

退したという理由だけで撤退や規模縮小に向かったわけではない。ナバーラ工場の再編事例でいえ

ば工場開設にともなう雇用創出や産業振興など地域経済の発展への貢献度、現地生産車の販売等を

つうじて培われてきたブランドや企業への信頼性の獲得・維持・向上など「地域への定着度」が考

慮されている。モジュール化の台頭によるサプライヤー構造の変化はあるものの、事業の継続・発

展にともなう地元部品サプライヤーの成長・集積が進展した結果、工場の閉鎖や移転にともなうダ

メージは企業・地元双方で大きいと予想され18）、移転・規模縮小、スペイン地元市場向けモデルの

　　　　　　　　　　　　
17）　�VW ｢5000×5000｣ 協約とは、VW経営陣と産別労組IGメタル間で2001年8月に合意された新しい労使

協約である。「5000×5000」という名称は、協約内容が失業者5000人を一律に月収5000マルクの賃金
で雇用するという協約内容に由来する。すなわちVW社が新たに設立する子会社Auto5000GmbHにお
いて、資格付与のための職業訓練教育を継続的に施しつつ新モデル車両製造のために失業者5000人を
一律に5000マルク/月賃金で雇用するという独自の賃金協約である。具体的には、製造については受
注関係で決定される製造台数等の目標を定め、その達成については雇用者による自己責任の原則が取
り入れられている。同原則により、雇用者の労働時間については通常の賃金協約とは異なる弾力性を
持たせることが可能となる。目標製造台数の不達成あるいは製品の欠陥についても雇用者の自己責
任で土曜労働を含む超過労働による労働時間の増加を認め、場合によっては法定労働時間（週60時間）
の範囲内で時間増加を認めて目標達成を図ることとした。http://www.jil.go.jp/kaigaitopic/2001_12/
germanyP01.html

18）　�Aller�et�al.（2004）によれば、VWがナバーラ生産を他の地域に振り向けることを決定した場合、現
地雇用の2/3が失われ残り1/3は部品サプライヤーで働くことになるだろうと試算している。
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輸入代替が困難になっていた事情は無視できなかった。さらにVW（経営陣）が現地での作業編成

や職業訓練などペリフェリ域で制度的に適応するための方法・体制について学んだことも戦略策定

を左右したと考えられる19）。長い操業の歴史に由来するこうした「経路依存性」を見据えることも

ネットワーク内の産業集積地域の再編動向を理解するうえで必要不可欠な視点である。

　第二に、ナバーラ工場の変貌は、生産ネットワークの再編に際して産業集積地域では事業機能

上の一段のレベルアップ、すなわち「高度化」が進展していることを示している。EU東方拡大後、

スペインでは高機能小型車や多目的車等の分野での生産特化や研究開発の強化という、いわば製品

面での「高度化」を軸にした事業再編を推進することでネットワークにおける独自の役割を見いだ

そうとした。非量産・高機能高品質・小型乗用車の製造拠点として、そして商用車・多目的車両の

一大開発・製造拠点としての機能を追究することにより、汎欧州自動車生産ネットワークに有機的

に連結され必要不可欠な環として再編された。それが欧州第二の生産大国の地位の確保につながっ

たと理解することができるのである。

　EU東方拡大以前の西欧ネットワークにおいて低コスト生産拠点として比較優位にあったスペイ

ンでは、東方拡大後（中・東欧地域が低コスト拠点として比較優位に立った後）は、非量産小型車・

商用車・多目的車両の一大開発・製造拠点としての役割を強化し、製造事業に関する高度化が進展

している。高付加価値事業への特化を軸とする「高度化」（機能アップグレード）を追究する動き

は、21世紀以降さまざまな事例によって裏付けることが可能である。たとえば日産バルセロナ工場

では、2003年から商用バンの製造事業が始動し、ルノーとの提携を強化するなかで、その後SUV・

ピックアップトラックの生産強化が進行している。また、欧州GMは、小型車製造事業については

ポルトガル工場を閉鎖しスペイン工場への集約・強化に乗り出している。フォードもまた、マツダ

との共同開発で誕生した小型車両の生産を日本に移転し、スペインでは商用バンベースの独自モデ

ルの製造への特化を進めている20）�。リーマン・ショックに起因する世界的経済・金融危機からの

回復が鮮明になりつつある今日でも、スペインでは柔軟化・弾力化を軸とする新しい労使関係の構

築をともないつつ事業拡張に向けた投資・雇用計画が相次いで打ち出されている（表4-3）。事業機

能上の「高度化」により進化を遂げたスペイン自動車産業は、EU東方拡大以降に形成された汎欧

州自動車生産ネットワークの不可欠な環として組み込まれ、着実な発展を歩もうとしているのであ

る。

　　　　　　　　　　　　
19）　�「現地適応」に関する学習効果は新ペリフェリ域の中・東欧での製造事業展開に役立てられていると

考えられる。その意味でも旧ペリフェリ域での経験は経営に生かされる。
20）　�大手組立メーカーのスペイン事業の動向については、日本貿易振興機構（2008）を参照。
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表4-3　2012年以降に発表された自動車部門の投資計画・労使間合意

５　むすびにかえて

　欧州自動車生産ネットワークと国際分業体制の展開・変容に関する諸問題の解明に際して本稿の

分析が示唆する論点を指摘してむすびとする。

　スペインが製品面の「高度化」をつうじて欧州第２の生産大国の地位を築くことに成功したよう

に、ネットワーク内の各産業集積地域は製品の多様化や新事業の分担等それぞれの事情に応じた「高

度化」を推進することによって競争上の優位を模索していると考えられる。これまでの知見を誤解

を恐れず敢えて図式的に言い換えるならば、廉価小型乗用車の大量生産とならんで、高級車の少量

生産とR&D機能を事業の中核として整備・拡充する動きが進む中・東欧の場合、「高度化」は機能

面を軸に推進されているとみることができる。ヨーロッパにおける自動車生産ネットワーク再編の

キーワードとして注目すべきは産業集積地域の「高度化」である。

　また、旧ペリフェリ域の拠点再編は、立地に関わる比較優位性を見直す取組みとして理解できる。

スペインの場合、EU東方拡大に起因する地殻変動は、大手自動車多国籍企業をしてコスト面での

優位性を高品質製品の製造やブランド力といった産業集積にもとづく立地面での優位性に置き換え

る営みを追究させたのである。現在もEU市場圏の拡張が続くヨーロッパは、比較優位性の絶えざ

出所：日本貿易振興機構海外調査部（2013）、125頁
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る変化が生じている空間と理解できる。欧州自動車生産ネットワークの構造と展開を明らかにする

ことは国際分業理解の基軸ツールである比較優位性概念のいっそうの発展を要請している。

　欧州自動車生産ネットワークのダイナミズムの特質は、ネットワーク内での空間的再配置をつう

じた機能再編と地域・企業間分業再編ならびにネットワーク構成各地域の「高度化」の進展にある。

産業集積地の高度化は、同地域のネットワークへの連結とその内部でのグレードアップ（地位改善）

が指向されることによって進展し、高度化をつうじた機能・地域間相互補完のありようが生産ネッ

トワークの競争力を規定する21）。欧州自動車生産ネットワークは産業集積地域の「高度化」をつう

じて絶えず変容・進化する国際分業モデルとして捉える必要がある。

　不断に進化する柔軟で強靱な欧州自動車生産ネットワークは、ヨーロッパの地域統合の進展にと

もないさらなる進化を遂げる可能性を秘めている。2010年代に入りルーマニア、セルビア（新・新

ペリフェリ域）で自動車事業の躍進が始まるなど、ＥＵを軸にした地域間の経済的結びつきは、東

はロシア、南は北アフリカ・地中海沿岸諸国にまで及ぶからである。

　以上をふまえつつも、本稿の射程を超える問題として下記のような点に留意する必要がある。第

一に、生産ネットワークを構成する各産業集積地域の産業特性の時系列的変化に関する疑問である。

ヨーロッパでは「製造モデルの棲み分け」による分業が追究されている点を指摘したが、事業を取

り巻く環境が変化した時（加盟国数の増大）に従来の安定的な分業パターンはどのような変化を示

すのかという問題が未解明のままである。第二に、EU東方拡大で低賃金活用型拠点として中・東

欧と競合したスペイン（旧ペリフェリ域）は、地域特性を生かした「高度化」を追究することで空

洞化を免れ生産水準を保持しネットワークに不可欠の環として再編されたが、ネットワーク化がさ

らに進展し同様の機能が他の地域で担われるようになった場合、スペインはどう対応するのだろう

か（分業パターンB（図1-1）の分析）。さしあたり自動車関連事業の拡充が見込まれるルーマニア

等の新・新ペリフェリ域が台頭することで、スペインは次にどのような役割を担うことになるのだ

ろうか。またその場合、どのようなプロセスを経て産業再編を遂行し分業機能の役割変化を遂げる

のだろうか。産業集積地のありようは基本的に自動車多国籍企業のネットワーク戦略に規定される

とはいえ、現地の産業事情や政府の振興策などいわゆる「経路依存性」にも影響されることはスペ

インの事例から明らかである。よって現地展開の歴史が長くなればなるほど産業再編もヨリ複雑に

なることが予想されるが、ネットワークの進化・発展にともなう分業再編の困難はどのようにして

調整・克服されるのだろうか。これらについては別途検討する機会を持ちたい。

　　　　　　　　　　　　
21）　�たとえば独フォルクスワーゲンは中東欧進出先発組のメリットを最大限に活かした大胆な拠点構築

を展開し、欧州全体を見据えた広範な分業ネットワークの形成を着実に推進している。仏ルノーも
またルーマニア（Dacia、ロガン）を新興国対応＝世界戦略車モデルの展開拠点と位置づける戦略を
本格化している。ヨーロッパの有力メーカーは各社独自の広域生産ネットワークの形成・活用を梃
子にグローバルな競争力の強化に取り組もうとしている。この点については、拙稿（2014）を参照。
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�（附記）本稿は科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金（基盤研究（Ｃ）：課題番号

23530263）の助成を受けた研究成果の一部である。
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